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GEIC（地球環境パートナーシッププラザ)

国連環境開発会議（リオサミット）
　いわゆる地球サミット（リオサミット（ＵＮＣＥＤ＝United Nations Conference on Environment and Development）のことで、1992年にブラジルのリオ・デ・ジャネイロで開催されました。182カ国の政府代表に加えて国際機関や多くのＮＧＯなどが参加し、「環境と開発に関するリオ宣言」、「アジェンダ21」、「森林原則声明」などが採択され、「気候変動枠組条約」、「生物多様性条約」が署名のために開放されました。

リオ宣言第10原則
　上述のリオサミットで採択された原則の一つで、正式には「開発と環境（環境と開発）に関するリオ宣言第10原則」と言います。「環境問題は、それぞれのレベルで、関心のあるすべての市民が参加することによって、最も適切に扱われる」「国内レベルでは、各個人が、有害物質や地域社会における活動の情報を含め、公的機関が保有する環境に関する情報を適切に入手し、かつ意思決定過程に参加する機会をもたなければならない」「各国は、情報を広く利用可能にさせることによって、市民の認識と参加を促進し、かつ奨励しなければならない。求償及び救済を含む司法的及び行政的な手続に効果的に参加する機会が与えられなければならない」と、市民参画や情報公開、司法へのアクセス権の確保の重要性を明記しています。

アジェンダ21
　 Agenda21。リオサミットで合意された、21世紀に向けて持続可能な開発を実現させることを目指す人類の行動計画です。前文を含む全40章から成ります。また、地方公共団体の参加や協力が目的達成のための決定的な要素になるとして、その実施に必要な役割を担う地方公共団体が、地域における行動計画（ローカルアジェンダ21）を策定することを求めています。

ヨハネスブルグ・サミット
　持続可能な開発に関する世界サミット（ＷＳＳＤ＝“World Summit on Sustainable Development”）のことです。1992年のリオサミットから10年が経ち、アジェンダ21の見直しや、新たに生じた問題について議論するため、2002年8月26日から9月4日まで、南アフリカ共和国のヨハネスブルグで開催されました。191カ国の政府関係者や、国際機関、ＮＧＯ、ビジネス界の代表等数万人が参加し、世界中の人々の生活の向上と自然資源の保全をはじめ、人口増加に伴う食糧、水、住居、衛生、エネルギー、医療サービス、経済的安定に対する要求への対応と解決のための方策など、さまざまな課題について協議されました。持続可能な開発のための決意を新たにする「ヨハネスブルグ宣言」、21世紀最初の包括的な行動指針を示す「実施計画」文書、そして市民社会等との連携・協力に基づいて行うパートナーシップ「タイプ2イニシアティブ」などが採択されました。

ＣＳＤ
　持続可能な開発委員会。”Commission on Sustainable Development”の略で、リオサミットで採択された「アジェンダ21」で、ハイレベルな「持続可能な開発委員会」を設立すべきと提言されたことを受けて、国連経済社会理事会の機能委員会として92年に設立されました。国連加盟国の中から選出された53ヵ国で構成され、アジェンダ21の実施進捗の監視、資金源及びメカニズムの妥当性についての定期的見直しや、ＮＧＯとの対話強化などが主な役割です。日本では日本評議会（JCSD）が定期会合を開催し、政府とNGO、企業の政策対話の場をつくっています。

オーフス条約　
正式名称は「環境に関する、情報へのアクセス、政策決定における市民参画、司法へのアクセスに関する条約」といいます。国連欧州経済委員会（UN/ECE）の枠組で作成され、1998年6月にデンマークのオーフス市で行われた第四回汎欧州環境閣僚会議で採択され、2001年10月に発効した環境条約です。日本では、オーフス条約の理念や基準を国内で実現することを目指す市民や、ＮＧＯ／ＮＰＯなどの市民団体、弁護士などの法律の専門家、研究者が連携して、2003年に「オーフス条約を日本で実現するＮＧＯネットワーク（オーフスネット）」が発足しました。

｢国連･持続可能な開発のための教育の10年｣
「国連・持続可能な開発のための教育の10年」（以下「教育の10年」）は、ＷＳＳＤで採択された「実施計画」に盛り込まれた｢教育の10年の推進｣を受け、同年12月第57回国連総会本会議において決議されたものでです。持続可能な社会を実現するために必要な教育への取り組みを各国が積極的に行い、またそのための国際協力を推進するよう国連を通して各国政府に働きかけようという2005年からの１０年間の継続した取り組みです。これはＷＳＳＤに向けた日本のNGOの提案を受け、日本政府が同サミットの実施文書に盛り込むよう提案し、承認されました。ＷＳＳＤ後は、｢教育の10年｣を推進する国内体制の整備を日本のＮＧＯ、市民等に働きかけるために2003年6月に「持続可能な開発のための教育の10年」推進会議が発足しました。

以下は外務省のウェブサイトから引用したものです。

●国連環境開発特別総会（UNGASS、リオ＋5） 

地球サミットから5年を経た1997年に開催。「アジェンダ21」など地球サミットの合意事項の実施状況を点検、今後の取り組むべき課題について議論し、「アジェンダ21の一層の実施のための計画」を採択 

●持続可能な開発 

「環境と開発に関する世界委員会」（委員長：ブルントラント・ノールウェー首相（当時））が1987年に公表した報告書「Our Common Future」の中心的な考え方として取り上げた概念で、将来の世代の欲求を満たしつつ、現在の世代の欲求も満足させるような開発をいうとされている。この概念は、環境と開発を互いに反するものではなく共存し得るものとしてとらえ、環境保全を考慮した節度ある開発が重要であるという考えに立つものである。 

●ODAのGNP比0.7％目標 

先進国は、ODA拠出をGNPの0.7％にするという努力目標。1970年の国連総会で採択され、その後国連環境開発会議やモンテレイ開発資金国際会議などの国際会議の場でも繰り返し言及されている。 

●共通だが差異のある責任 

地球環境問題は全人類的な課題であるが、その原因の大きな部分が主要国にある場合には、問題に対する責任を先進国と途上国が共通に負うが、両者に程度の差を認めるという考え方。 

●京都議定書 

地球温暖化に対処するための国際的な枠組みを定めた気候変動枠組条約の目的を達成するため、1997年に京都で開催された気候変動枠組条約第三回締約国会議（COP3）で採択された議定書で、先進国等が全体で温室効果ガスの総排出量を2008～12年に1990年に比し5％削減することなどを定めている。日本は6％。 

●クリーンエネルギー 

太陽、風力、水力バイオ等環境負荷が小さいエネルギー源。 

●グローバル・シェアリング 

日本がWSSDに向けて打ち出している考え方。持続可能な開発の実現のために地球規模で、戦略、責任、経験、情報を共有しようという考え方。 

●ミレニアム開発目標（MDGs） 

1990年代に国連、OECD、IMF、世銀が策定した開発に関する国際目標を取りまとめたもので、2000年の国連ミレニアム総会で採択された国連ミレニアム宣言に盛り込まれた。2015年までに極度の貧困状態にある人々の数を1990年の半分の水準まで減少させる、2015年までに小学校就学率を100％にするなどが含まれる。 

●国際環境自治体協議会（ICLEI） 

環境保全を目指す地方自治体のための国際ネットワークとして設置された団体。 

●国際熱帯木材機関（ITTO） 

熱帯木材に関する生産国と消費国との間の国際協力の枠組みを確立することを目的として採択された「国際熱帯木材協定」を運用する機関。横浜に本部がある。 

●循環型社会 

廃棄物の発生の抑制や資源の循環利用（再使用、再生利用、熱回収）の促進などにより、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が低減される社会。 

●生物多様性 

地球上の様々な生命体とそれが織りなす自然の形を指す。陸上生態系、海洋その他の水界生態系、これらが複合した生態系その他の生息又は生育の場いかんを問わず、すべての生物の変異性をいうもので、種内の多様性、種間の多様性及び生態系の多様性を含む。生物多様性は生命が地球に誕生してからの約40億年に及ぶ進化の過程を示し、生物圏における生命保持のため極めて重要な役割を果たす。生物多様性を包括的に保全し、生物資源の持続可能な利用を目的とした国際的枠組みとして「生物の多様性に関する条約（生物多様性条約）」がある（93年発効、日本同年締結）。 

●地球環境ファシリティー（GEF） 

1992年の地球サミットで設置が決まったもので、開発途上国の地球環境保全を支援するために、途上国及び市場経済移行国に無償資金を供与する多国間援助の仕組み。世界銀行、国連環境計画（UNEP）、国連開発計画（UNDP）によって共同運営されている 

●マルチ・ステーク・ホルダー 

政府、国際機関、地方自治体、NGOなど「持続可能な開発問題」に携わるさまざまな主体。 

●予防的アプローチ 

地球環境問題は、科学的な不確実性が大きい一方で、放置すると取り返しのつかない重大な問題になりかねないことから、「重大かつ不可逆的な影響があると認められる問題については、不確実性があることを費用対効果の高い対策の実施を延期する理由としてはならない」という考え方に基づいて対応をはかること。 

その他、関連用語解説は以下のサイトで見られます。

http://eco.goo.ne.jp/wssd/term/index.html　　　

万人のための教育（EFA）
国際識字年の1990年3月、タイのジョムティエンで、ユネスコ、ユニセフ、　UNDP（国連開発計画）、世界銀行の各国際機関の共同主催により、日本を含む155ヵ国の政府代表が集まり、「万人のための教育世界会議」が開催されました。会議では「万人のための教育世界宣言」および「基礎的な学習ニーズを満たすための行動の枠組み」が採択されました。同宣言の中では、2000年までに「すべての人に教育を」（Education for All, EFA）をはじめ、教育に関する様々な目標が掲げられました。そして、ジョムティエン会議のフォローアップ会議として2000年4月に、ユネスコ、ユニセフ、UNDP（国連開発計画）、UNFPA（国連人口基金）、世界銀行の共同主催により185ヵ国の政府がセネガル・ダカールに集まり、「世界教育フォーラム」が開かれ、2015年までに全ての人に無償基礎教育の提供を、2005年までに男女の平等［初等・中等教育における］を実現することを改めて公約しました。
国内では全ての人々の学びの保障を目指して2001年1月に「教育協力NGOネットワーク（JNNE）」が設立されました。

http://www.jca.apc.org/sva/jnne/index.html
ローカルアジェンダ21
1992年に開催された国連環境開発会議（UNCED）で採択されたアジェンダ21が目指す持続可能な開発（Sustainable Development）の実現に向けた、地方公共団体の行動計画として策定されるもの。アジェンダ21においては、その実施主体として地方公共団体の役割を期待しており、地方公共団体の取組を効果的に進めるため、ローカルアジェンダ21を策定することを求めている。
環境庁（当時）は、ローカルアジェンダ21の策定のための指針を作成するために「ローカルアジェンダ21策定指針検討会」を開催し、検討を進めてきたが、平成6年6月に「ローカルアジェンダ21策定に当たっての考え方」として指針をとりまとめ、公表した。また、平成7年6月には、地域の環境計画作りを通じて得られてきたこれまでの経験では必ずしも十分でないと思われる配慮事項やポイントを特に重点的に取りまとめた「ローカルアジェンダ21策定ガイド」を公表した。1993年に神奈川県で「アジェンダ21かながわ」が策定されたのを始め、市区町村でも、翌年に東京都板橋区が「アジェンダ21いたばし」を策定するなど、地方公共団体による地域に根ざした取り組みが進みつつある。
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